
 水俣市創業資金融資制度要綱 
（目的） 

第１条 この要綱は、本市において、産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号。以下

「法」という。）に基づき、創業を行う又は創業を行った個人又は法人（以下「創業者」

という。）に対して、必要な資金の融資を金融機関と協調して行うことにより、市内産業

の健全な発展及び振興を図ることを目的とする。 
（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 
（１） 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する者

をいう。 
（２） 取扱金融機関 本市に支店を有する金融機関で、株式会社肥後銀行、株式会社熊

本銀行、熊本中央信用金庫をいう。 
（融資対象者） 

第３条 融資対象者は、熊本県信用保証協会（以下「協会」という。）の保証の対象となる

ものであって、市内に事業所及び住所を有する者で、市税の滞納がなく、次の各号のい

ずれかに該当するものとする。 
（１） これから１月以内（法第２条第３１項第１号に規定する認定特定創業支援事業

により、経済産業省令で定めるところにより支援を受けた者（以下「特定創業支援

を受けた者」という。）は６月以内）に新たに事業を開始する創業者 
（２） これから２月以内（特定創業支援を受けた者は６月以内）に新たに会社を設立

し、当該会社が事業を開始する創業者 
（３） 事業を開始した日以後５年を経過していない中小企業者 
（４） 会社設立の日（法人登記日）以後、５年を経過していない中小企業者 

２ 融資対象者は、次に掲げる要件の全てを満たさなければならない。 
（１） 取扱金融機関の取引停止処分を受けていないこと。 
（２） 協会に対して代位弁済による求償債務（連帯保証によるものを含む。）がないこ 

と。 
（融資条件） 

第４条 融資の条件は、次のとおりとする。 
（１） 融資限度額 １，０００万円以内（特定創業支援を受けた者は、１，５００万円

以内） 
（２） 融資期間１０年以内 
（３） 資金の使途 創業により行う事業の実施のため必要となる設備資金及び運転資

金。ただし、新たに会社を設立するための資本金（株式取得資金）は対象としな

い。 
（４） 返済方法 均等分割返済又は一括返済とする。ただし、据置期間を設けることが

できる。 
（５） 貸付形式 証書貸付又は手形貸付 
（６） 貸付利率 別表のとおりとする。 



（７） 信用保証料率 次に掲げるとおりとする。 

ア 基準料率 年０．９０％ 

イ 特定創業支援を受けた者又は協会の指定する専門家派遣事業を利用する場合

年０．８０％ 

ウ 会計参与を設置していることを登記により確認できる中小企業者 年０．８

０％ 
（８） 担保・連帯保証人 

担保 物的担保は徴求しない。 
連帯保証人 原則として、法人代表者以外の連帯保証人は不要とする。 

（９） 免責的債務引受け 前条第１項第２号に規定する創業者のうち、既に事業を営

んでいる個人が会社を設立し、当該会社により事業を開始した場合には、当該個

人の会社設立及び事業開始に係る借入債務を会社に全部引受けさせた上、当該個

人債務を免れさせるものとする。 
（融資の申込み） 

第５条 融資を利用しようとする者は、水俣市創業資金融資申込書（様式第１号）に、創

業計画書（様式第２号）及びその他の必要書類を添えて、水俣商工会議所（以下「商工

会議所」という。）に申し込み、商工会議所は意見書を添えて、取扱金融機関に提出する

ものとする。なお、特定創業支援を受けた者は、水俣市認定特定創業支援等事業による

支援を受けたことの証明事務取扱要綱（平成３０年告示第６９号）第５条の規定により

交付された証明書の写しを商工会議所に提出するものとする。 
（金融機関の協力） 

第６条 取扱金融機関は、本市と緊密な連絡を図り、融資に関しては、本要綱の目的に積

極的に協力するとともに、融資の利用状況等について明らかにしなければならない。ま

た、融資の申込みを受けたときは、速やかに審査するとともに、当該申込みをした者が

融資を利用する要件を満たしているか確認し、融資を行わなければならない。 
（報告） 

第７条 取扱金融機関は、融資を行った者のうち、融資の条件変更又は繰上償還が発生し

た場合は、遅滞なく市長に水俣市創業資金融資制度条件変更等報告書（様式第３号）を

提出するものとする。 

２ 市は、取扱金融機関又は融資を受けた者に対し、事業及び財務の状況について、書類、

帳簿類又は資料の提出を求めることができる。 
（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 
別表（第４条関係） 

３年以内 固定 年１．２０％以内 

５年以内 固定 年１．３０％以内 

７年以内 固定 年１．５０％以内 

７年超 固定 年１．６５％以内 



備考 特定創業支援を受けた者は、貸付利率から年０．２０％を減じる。 
   附 則（令和３年８月５日告示第９３号） 
 この要綱は、告示の日から施行する。 
   附 則（令和６年１０月２６日告示第９８－２号） 
 この要綱は、告示の日から施行し、令和６年９月２日から適用する。 


